
 

   津市報道機関への発表に関する要綱 

 

平成１８年１月１日訓第９号 

 

 改正 平成２０年３月３１日訓第６８号 

    平成２２年６月１日訓第４０号 

    平成２４年３月３１日訓第３０号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、広報活動の一環として本市の施策、行事等に係る情報を

迅速かつ広範に住民に周知するため、報道機関に対し当該情報を公表する

こと（以下「報道機関への発表」という。）に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （報道機関への発表の方法） 

第２条 報道機関への発表は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定め

る方法によりこれを行うものとする。 

   記者会見 本市に係る重要な施策等について市長により行われる発表、

意見交換、質疑応答等 

   記者発表 本市の事務事業等について部長等により行われる発表、質疑

応答、説明等 

   資料提供 軽易な事項等について課長等により行われる資料等の提供 

 （報道機関への発表の対象事項） 

第３条 報道機関への発表の対象となる事項は、次のとおりとする。 

   政策、制度等に関すること。 

   施策の計画又は実績に関すること。 

   事務事業に係る調査、研究等の計画及び結果に関すること。 

   各種行事の予告及び報告に関すること。 

   その他周知を必要とする事項に関すること。 

 （記者会見） 

第４条 記者会見の種類は、定例記者会見及び臨時記者会見とする。 

２ 部長は、記者会見を行う必要があると認めるときは、あらかじめ関係部等

との調整を行った後、当該記者会見の日の１０日前までに記者会見（記者

発表・資料提供）予定表（第１号様式。以下「予定表」という。）に説明



 

資料を添えて、これを政策財務部長に提出するものとする。ただし、急施

を要する場合において、政策財務部長が特に認めるときは、この限りでな

い。 

３ 定例記者会見は、原則として月１回行うものとする。ただし、政策財務部

長が必要があると認めるときは、これを変更することができる。 

４ 臨時記者会見は、政策財務部長が必要があると認めるときにこれを行うも

のとする。 

５ 定例記者会見には、市長及び副市長のほか、別表に掲げる職員及びその会

見に係る事項に関係のある部長等が出席するものとする。 

６ 臨時記者会見には、市長のほか、その会見に係る事項に関係のある部長等

及び広報課長が出席するものとする。 

 （記者発表） 

第５条 部長等は、その所掌する事務事業について記者発表を行おうとすると

きは、その日の１０日前までに予定表に説明資料を添えて、これを政策財

務部長に提出するものとする。ただし、急施を要する場合において、政策

財務部長が特に認めるときは、この限りでない。 

２ 記者発表には、必要に応じ、その発表に係る事項に関係のある部長等が出

席し、広報課長が立ち会うものとする。 

 （資料提供） 

第６条 課長等は、資料提供を行おうとするときは、その日の１０日前までに

予定表に説明資料を添えて、これを政策財務部長に提出するものとする。

ただし、急施を要する場合において、政策財務部長が特に認めるときは、

この限りでない。 

２ 資料提供は、課長等がこれを行うものとする。 

 （日時等の調整等） 

第７条 報道機関への発表に係る日時等の調整並びに当該発表に関係のある部

長及び課長並びに報道機関への連絡等は、広報課長がこれを行うものとす

る。 

 （説明資料の作成） 

第８条 課長等は、報道機関への発表を行うに当たって、あらかじめ当該発表

に関し別に定める部数の説明資料を作成しておくものとする。 

 （広報担当者の設置） 

第９条 部に広報担当者１人を置き、部の庶務を分掌する担当の担当主幹又は



 

担当副主幹をもって充てる。 

 （広報担当者の職務） 

第１０条 広報担当者は、上司の命を受け、その部における次に掲げる事務を

処理するものとする。 

   報道機関への発表に係る出席に関すること。 

   予定表及び説明資料の取りまとめに関すること。 

   週間行事予定報告書（第２号様式）の作成に関すること。 

   その他報道機関への発表に係る庶務に関すること。 

 （週間行事予定等の発表） 

第１１条 広報担当者は、政策財務部長が次項の規定による発表をする日の前

日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日又は１２月２９日から翌年の１月３日までの日（同法に規定す

る休日を除く。）（以下「休日」という。）に当たるときは、その日前に

おいてその日に最も近い休日でない日）までにその翌週における部に係る

行事予定等について部内の各課ごとに週間行事予定報告書を作成し、政策

財務部長に提出するものとする。 

２ 政策財務部長は、前項の規定により広報担当者から週間行事予定報告書の

提出があったときは、これを取りまとめ、毎週金曜日（その日が休日に当

たるときは、その日前においてその日に最も近い休日でない日）にその行

事予定等について報道機関に発表するものとする。 

 （委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年３月３１日訓第６８号） 

 この訓は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２２年６月１日訓第４０号） 

 この訓は、平成２２年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年３月３１日訓第３０号） 

 この訓は、平成２４年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 



 

政策財務部長、総務部長、政策財務部次長（置かれる場合に限る。）、総務

部次長（置かれる場合に限る。）、広報課長 

 



第１号様式（第４条－第６条、第１０条関係） 

 

記  者  会  見 

記  者  発  表 予定表 

資料提供(説明付き) 

資料提供(投げ込み) 

 

年  月  日 

 

（あて先）政策財務部長 

 

（職 名）    （氏 名）  

 

       記  者  会  見 

 次のとおり、記  者  発  表 を行いたいので、提出します。 

       資料提供(説明付き) 

       資料提供(投げ込み) 

 

発表等の事項の名称  

発表等の事項の概要  

説 明 資 料 の 内 容  

写 真 の 有 無  □有         □無 

発 表 等 の 区 分 
 □記者会見      □記者発表 

 □資料提供(説明付き) □資料提供(投げ込み) 

発表等の希望日時      年  月  日（ ） 

備   考   

 

区 分 所 属 氏 名 

発 表 者 等      部（局・室） （氏 名） 

事務担当者 
     部    課(室) 

     （内線     ） 
（氏 名） 

広報担当者      部    課(室) （氏 名） 



第２号様式（第10条、第11条関係） 

 

週 間 行 事 予 定 報 告 書 

所属部長印 

 

年  月  日  

 （あて先）政策財務部長 

 

（名称）部（室）  （名称）課（所）  

広報担当者                    

（職 名）    （氏 名） 印  

 

 

     年  月  日から    年  月  日までの間における（名 称）部（室）

（名 称）課（所）に係る行事予定等について、次のとおり報告します。 

月 日 曜   
行 事 名 

  時 間 場 所 備 考 
行 事 内 容 

・ 日 
  

      
  

・ 月 
  

      
  

・ 火 
  

      
  

・ 水 
  

      
  

・ 木 
  

      
  

・ 金 
  

      
  

・ 土 
  

      
  

(注) 行事予定等がない場合は、「なし」として報告してください。 


